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１、はじめに 

 2026 年現在、国際司法裁判所（ICJ）と国際刑事裁判所（ICC）の所長を務めているの

はいずれも日本人の岩澤雄司裁判官、赤根智子判事である。日本関係者が国際司法分野で

高い評価を受けている今、日本は国際司法への貢献を更に強化する責任と機会を持ってい

るといえるだろう。これは、戦後約八十年にわたり日本が多国間主義と国際法の遵守を外

交の根幹に据えて着実に信頼を積み上げてきた結果である。 

 日本外交はこれまで世界全体の秩序維持や共通利益の最大化を目指すという不動の基軸

のもとで国際社会の平和と安定に貢献してきた。その実績が今の国際的信任の基盤である。

本論文は、この基軸をさらに強固なものとするために、日本が「法の番人」から「法の設

計者」へと役割を発展させる新たな外交政策を提言するものだ。その中心概念が「規範的

一貫性」則ち、いかなる国に対しても、国際法の原則を一貫して適用・支持する外交姿勢

である。 

２、「法の支配」の危機は三層構造である 

 今日の「法の支配」の危機は、三つの層に分解して把握すべきと考える。 

 第一層は、権威主義国家による外部からの挑戦だ。ロシアのウクライナ侵攻は国連憲章

第 2 条 4 項が禁ずる武力行使に該当し、ICJ は 2022 年に暫定措置命令を下した 1。しかし

安全保障理事会は常任理事国の拒否権のため、実効的な措置を行いにくい状況となった。

中国の南シナ海における一方的な現状変更も同様で、2016 年の仲裁裁判所の裁定を中国

は無視している。武力不行使原則が公然と破られる事態が次々と起こっているのだ。 

 第二層は、民主主義国家の内部からの侵食である。僕が最も危機感を覚えているのが、

米国における近年の動向だ。連邦最高裁長官ロバーツ氏の 2024 年度年次報告書によれば、

判事への脅迫件数は過去五年間で一千件を超え、彼は「法の支配がよって立つ判事の独立

が脅かされている」と異例の警告を発した 2。民主主義の基礎である司法の独立を、行政

府が侵食しようとしているかのような動きもみられる。これは、「法の支配の守護者」を

自負してきた民主主義陣営の正当性を内部から破壊するものだ。さらに深刻なのは、この

問題が国内にとどまらず国際的な法の支配の仕組みそのものへと発展した点だ。2024 年

11 月、ICC イスラエルのネタニヤフ首相、ガラント前国防相に対する逮捕状を発付した。

これに対し米国は 2025 年 2 月、主任検察官を名指しで制裁の対象とする大統領令に署名

した 3。安保理の常任理事国が、特定の事件への不満を理由に国際刑事司法機関の職員個

人を標的として制裁するというこの事態は、ICCの独立性を揺るがすものである。現在の



ICC所長が日本人である事実を考えれば、これは日本にとっても対岸の火事では断じてな

い。「法の支配の守護者」を自任してきた民主主義陣営の内部の亀裂は、第一層の課題と

同様、国際秩序の正統性を危うくする。なぜなら、国際的な規範の実効性は最終的には主

要民主主義国家の内部での責任感にかかっているからだ。これは法の支配の「執行の危機」

であるといえるだろう。 

 第三層は、規範そのものの正統性の危機である。途上国・新興国の中に「法の支配」の

呼びかけに冷淡な国があるのは、権威主義への親和性からではない。冷戦期の内政干渉、

植民地支配などの苦い経験から「法の支配」は欧米が都合よく使うルールだという認識を

持つ国もある。イスラエル・パレスチナ問題において ICC が逮捕状を発付した際、西側

主要国の一部が協力を拒んだことは、この認識を強めた一例でもある。国際法の実効性は、

それを適用する側の一貫性への信頼に依存する。その信頼が揺らげば、規範は形骸化して

単なる政治的道具になってしまう。三つの層の危機すべてに同時に向き合える国が、今の

国際社会に存在するか。ここに日本の潜在的役割があると考えた。 

３、日本の強み 

 日本にはほかの国には無い固有の強みがある。 

 まず、アジア唯一の G7 加盟国であるだけでなく ODA・PKO・技術協力を通じてアジ

ア・アフリカ・中南米の途上国・新興国から高い信頼を得ている「二重の立場」である。

外務省の対日世論調査では、多くの地域で 7～9 割超が日本を信頼・友好国と回答してお

り 4、この立場は他の主要国が容易に代替できない外交資産ではないか。 

 そして、ICJ・ICC 双方のトップが日本人であるということから分かる、信頼の厚さだ。

外務省は 2025年の外交青書でも ICJへの貢献を積極的に記録しており 5、これは国際社会

が日本を法的中立者として信任している証拠だとみることができる。司法への信頼のみな

らず日本にはインフラ整備・防災・医療という具体的支援を通じて築いてきた関係性もあ

る。価値観の共有ではなく生活改善から始まるこのアプローチは、規範の一貫性を目指す

際の大切な足場となる。 

4、現状分析と提言：「規範的一貫性」に基づく新外交政策 

 これほどの外交資産を持つ一方、日本がその潜在力を十全に発揮できているとは言いが

たい。まず、「法の番人」としての信任と外交実践の乖離だ。特定の国の行動には国際法

を根拠に明確な立場を示しながら、同盟国が絡む場面では「確定的な法的評価は困難」と

述べざるを得ない状況は、世界の目に「選択的な法の支配」と映りかねない。この認識は

日本の司法への信頼を損ねうる。そして、「法の伝達者」から「法の設計者」への転換の

遅れもある。法整備・司法制度改革の支援は着実に積み上げてきたが、それは既存規範を

「伝える」役割にとどまりがちであった。途上国・新興国が感じる正統性の危機に応える

には、規範の内容をともに問い直す「共同設計者」へと役割を発展させることが急務だ。



日本は今こそ、ICJ・ICC 双頭に象徴される国際的信任を最大限に活かし、「法の設計者」

としての役割を自発的に担うべきである。以下に三点の具体的な提言を示す。 

 【提言①】「規範的一貫性」の外交原則化 

 日米同盟は、これからも日本外交の中心だ。 しかし、同盟を守ることと国際法の原則

を貫くことは、両立できないことではない。普遍的な規範を共有し、率直な対話を通じて

同盟を「原則同盟」にしていく。これこそが、力に屈しない日本外交が今、なすべきこと

なのだ。そのために、法的問題が生じた際に同盟国との間で「原則の共有と対話」を重ね

る姿勢を外交の柱として位置づけることを提言する。これは、高市政権が掲げる「力の時

代における法の支配の維持」というビジョンを、具体的に体現する一つの道筋でもある。

特定の国にのみ批判を向け、同盟国が絡む場面では沈黙せざるを得ないという非対称な構

造は、国際社会における日本外交の説得力を大きく損なうだろう。原則に基づく対話は短

期的な摩擦を生じさせることがあっても、長期的には同盟の予測可能性と安定性を高める

のではないか。2003 年のイラク戦争をめぐる独米間の対立が後に、「規範を共有して手

段について率直に議論できる成熟した関係への転換点となった」と評価されているように

友人だからこそ率直に語れる関係こそ、真の対等な関係の証しである。僕たち中高生の人

間関係も、結局は同じだ。空気を読んで同調するだけの関係は脆いが、互いに衝突しても

本音をぶつけ合える相手を親友と呼ぶ。中高生がすでに実践していることが、外交ででき

ないはずがない。「痛み」を伴う対話の姿勢こそが、結果として日本のソフトパワーを真

の意味で支える源泉になると思う。 

 【提言②】ICJ・ICC機能強化への積極的リーダーシップ 

 「司法トップを擁する国」として、日本は国際司法制度への制度的貢献を可視化する行

動を直ちに打ち出すべきである。ICCへの分担金・任意拠出の増額による財政支援強化、

法の支配のグローバルな拡張が挙げられる。また、国際司法機関職員への攻撃に対しては、

ICC の独立性と普遍性を擁護する立場を毅然と表明すべきである。現在の ICC 所長が日

本人であるという事実は、この問題を、日本が主役として応答すべき案件である、不動の

根拠を与える。こうした財政・人的・外交的投資は、国際秩序の安定という日本の根本的

な国益に最終的につながるはずだ。 

 【提言③】「法の設計者」を育む次世代間対話の推進 

いくら政府レベルで「法の支配」の重要性を訴えても、それを引き継ぐ次の世代に当

事者意識がなければ、いずれそのルールは崩れてしまうのではないだろうか。正直に言っ

て、今の僕たち中高生にとって「国際法」や「法の支配」という言葉は、公民の教科書に

載っている遠い世界の話に思える。しかし、法の支配が崩れた不安定な世界を一番長く生

きるのは、他でもない僕たち若い世代だ。だからこそ日本は、これからの国際社会を担う

「法の設計者」を育てるための教育と次世代間対話に、もっと踏み込んだ投資をすべきだ

と考える。歴史のしがらみや大国間の複雑な利害関係をまだ背負っていない若い世代だか



らこそ、「欧米のルールの押し付けだ」といった反発を乗り越え、より素直に未来のルー

ルのあり方を語り合えるはずだ。もっと若者を信じて未来を託してほしいと思う。 

５、おわりに 

 ICJ・ICC 所長を同時に擁することが象徴するように、日本の国際的な信頼は厚い。

「法の番人」として信任を与えられた国が、その信任に応える行動によって「法の設計者」

へと自らを高めること。それは単なる理想ではなく、分断の時代を生き抜く日本の最も現

実的な国益戦略だと思う。現在僕は 15 歳だ。この世界を最も長く見届ける人の一人とし

て訴えたい。高市政権が『力の時代における法の支配の維持』を掲げた今 、この政策を

実践することは、次の時代を担う世代に、より公平で明るい国際秩序を手渡すことに繋が

るだろう。国際秩序の再設計者としての意志と行動を、今こそ日本外交は世界に示すべき

だ。僕のような若い世代が「法の力」を信じて共に希望を持って歩む、日本に生まれてき

てよかったと皆が思える。そんな未来が来ることを切に願っている。 
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